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１ 決算規模・決算収支

（１） 決算規模

（２） 決算収支

※ ：
※ ：
※ ：

体となり、前年度（13団体）から増減はありませんでした。

【歳入】

【歳出】

8,271.2億円（対前年度　▲87.0億円、▲1.0％）

7,957.8億円（対前年度　▲55.4億円、▲0.7％）

【実質単年度収支】

【単年度収支】

【実質収支】

歳入は2年連続、歳出は4年ぶりに前年度より減少しました。

実質単年度収支 単年度収支に、財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還を加え、財政調整基金の取崩し額を差し引いた額

実 質 収 支

単 年 度 収 支

▲40.5億円となり、2年連続で赤字となりました。市町村別では、赤字団体は17団

245.5億円となり、前年度同様全ての団体が黒字となりました。

体となり、前年度（14団体）に比べ、3団体増加しました。

▲33.4億円となり、4年ぶりに赤字となりました。市町村別では、赤字団体は13団

歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額

当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額
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決算規模の推移 
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※各収支用語の説明は次ページにあります。 

平成24年度普通会計決算の概要 
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◆　用語解説

●単年度収支
　実質収支はその年度以前の累積された収支が含まれているため、その部分を除いたその年度だけの収支の結果です。実際の算定は、その年度の
実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額となります。

●実質単年度収支
　単年度収支から実質的な黒字要素や赤字要素を除いたもので、これらがなかったと仮定して、単年度収支がどうなったかを見るものです。実際
の算定は、単年度収支に、財政調整基金に積み立てた額と地方債を繰上償還した額を黒字要素として加え、財政調整基金を取り崩した額を赤字要
素として差し引いた額となります。

　市町村などの地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分整理されていますが、各団体の特別会計の区分は画一ではありません。そのた
め、団体間や時系列での比較ができるように、一般会計とその他一般行政部門の特別会計を合わせて、普通会計として統計上整理しています。

●形式収支
　歳入総額から歳出総額を差し引いた額です。

●実質収支
　その年度の決算について、収支が赤字か黒字かを見るための指標で、形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた額です。

●普通会計
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２ 歳入

（１） 歳入構造

◆　用語解説

　平成24年度の歳入は、8,271.2億円で前年度に対して、87.0億円（▲1.0％）の減少となりました。

　歳入に占める割合は、大きいほうから地方税（33.1％）、地方交付税（23.6％）、国庫支出金

（12.4％）、地方債（10.9％）の順となっています。

●地方税
　地方公共団体が仕事を進めていく上で根本になる財源で、その地域に暮らし、活動している個人や法人が負担しているものです。地方
税には都道府県が課税する都道府県税と市町村が課税する市町村税があります。

●地方債
　地方公共団体が、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数年度にわたり行われるも
のです。

0% 25% 50% 75% 100%

町村計 
(761億円) 

市計 
(7,510億円) 

県計 
(8,271億円) 

全国計 
(56兆1,454億円) 
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歳入構造 
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34.6% 33.0% 33.2% 33.1% 32.7% 
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9.0% 15.7% 14.4% 13.2% 12.4% 

15.8% 
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13.3% 12.9% 
11.8% 
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歳入構成比の推移 
【参考】 
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（２） 自主財源と依存財源

　市町村の財源は、自主財源（地方税など自主的に収入する財源）と依存財源（地方交付税など国又は都

道府県から交付される収入）に分けられ、自主財源の多寡は市町村の行政活動の自主性と安定性に影響を

与えます。
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構成別歳入の推移 

自主財源、依存財源の割合の推移 
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（依存財源のうち） 
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３ 歳出

（１） 歳出構造

◆　用語解説

　平成24年度の歳出は、7,957.8億円で前年度に対して、55.4億円（▲0.7％）の減少となりました。

　地方公共団体の歳出構造を分類する方法には、歳出を経済的性質に分類した「性質別分類」と、行政目的

によって分類した「目的別分類」があり、それぞれ以下のグラフのとおりとなっています。

●義務的経費
　「人件費」、「扶助費」、「公債費」が該当します。これらは支出が義務づけられ任意に節減できない経費であるため、この比率が大
きいほど財政構造が硬直化しているといえます。

●扶助費
　社会保障制度の一環として、各種の法令に基づき被扶助者に対してその生活を維持するために支出される経費です。容易に削減、圧縮
できない経費であり、財政構造上構成比率が低いことが望ましいとされています。

●投資的経費
　「普通建設事業費」、「災害復旧事業費」等が該当します。これらは、その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとし
て将来に残るものに支出される経費です。
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性質別歳出構造 
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11.3% 

9.3% 

10.3% 

10.2% 

教育費 
9.9% 

14.0% 

13.1% 

13.2% 

公債費 
11.2% 
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目的別歳出構造 



6

（２） 性質別決算額の推移

（３） 目的別決算額の推移

　義務的経費は、前年度と比較して17.8億円減少（▲0.4％）し、4,031.3億円となりましたが、2年連続で

歳出の半分以上を占めています。なかでも扶助費は、12年連続で増加しており、平成15年度の1.8倍以上と

なっています。

　民生費は、社会福祉費や生活保護費が増加したことにより、全体で前年度と比較して57.9億円増加

（＋2.2％）しました。歳出総額に占める民生費の割合は33.1％で、平成10年度から15年連続で第１位と

なっています。

性質別歳出の推移 
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４ 財政指標

（１） 経常収支比率

◆　用語解説

　財政の弾力性を示す経常収支比率は、市町村平均（加重平均）88.5％となり、前年度（87.6％）に比べ

て0.9ポイント上昇しました。市町村別では、90％を超える団体は11団体となり、前年度（9団体）に比べ、

2団体増加しました。

●経常収支比率
　この比率は、経常一般財源（地方税、普通交付税等の例年決まって収入される、団体が自由に使える財源）が、経常経費（人件費、扶
助費、公債費等の例年決まって支出される経費）に、どの程度充当されているかを表したものであり、財政構造の弾力性を判断するため
に用いられます。

経常収支比率の推移 
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（２） 健全化判断比率

ア　実質赤字比率（早期健全化基準11.25％～15％、財政再生基準20％）

イ　連結実質赤字比率（早期健全化基準16.25％～20％、財政再生基準30％）

ウ　実質公債費比率（早期健全化基準25％、財政再生基準35％）

エ　将来負担比率（早期健全化基準350％、政令指定都市は400％）

◆　用語解説

※ 準元利償還金：公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金など、地方債の元利償還金に準ずるもの。

　健全化判断比率は、各市町村において「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成19年法律第94

号）に基づき算出、公表することとされており、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費

比率」、「将来負担比率」の４つの指標の総称です。県内市町村の各指標の状況については以下のとおりで
す
す。

　　実質赤字が発生している市町村はありません。

　　連結実質赤字が発生している市町村はありません。

　　実質公債費比率は、市町村平均（加重平均）12.9％と、前年度（14.0％）に比べて1.1ポイント低下し

　ました。また、早期健全化基準以上となった団体はありません。なお、起債許可となる18％以上となっ

　た団体は1団体でした。

　　将来負担比率は、市町村平均（加重平均）72.6％と、前年度（85.3％）に比べて12.7ポイント低下し

　ました。なお、早期健全化基準以上となった団体はありません。

●実質赤字比率
　一般会計の赤字が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。
　この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となります。

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

●連結実質赤字比率
　全会計の赤字が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。
　この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となります。

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

標準財政規模

●実質公債費比率
　一般会計等が単年度で返済する必要のある借入金の返済額が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。この比
率が高くなるほど、財政の硬直化が進行し、新たな政策への予算配分が困難になるなど、行財政運営の自由度が下がることになります。

実質公債費比率 ＝
（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（3か年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

●将来負担比率
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、その標準的な年間収入の何倍であるかを示すものです。
　この比率が高くなるほど、今後の財政運営が圧迫される可能性が高くなります。

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

●早期健全化基準
　自主的かつ計画的に財政の健全化を図ることが必要となる基準です。
　４つの健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）のうち１つでも基準値に達すると、「財
政健全化計画」を策定しなければなりません。

●財政再生基準
　健全化段階よりさらに悪化し、自主的な財政の健全化が困難とみなされる基準です。
　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のうち１つでも基準値に達すると、「財政再生計画」を策定しなければなりませ
ん。
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５ 将来にわたる財政負担の状況

（１） 地方債現在高

（２） 積立基金

　地方債の平成24年度末現在高は、24.3億円減少（▲0.3％）し、8,614.0億円となりました。

　なお、臨時財政対策債を除いた地方債残高は、341.2億円減少（▲5.6％）し、5,752.8億円となり、平

成13年度以降12年連続して減少しています。

　平成24年度末の基金残高は、186.4億円増加（＋10.0％）し、2,042.1億円となりました。

　また、標準財政規模（標準的な１年間の収入）に対する財政調整基金残高の割合を表す財政調整基金比率

は、19.3％と前年度から1.6ポイント上昇しています。

地方債現在高と標準財政規模に対する地方債現在高の割合の推移 

積立基金現在高の推移 

5,752  

8,843  8,768  8,511  8,181  7,807  7,422  7,116  
6,487  6,094  5,753  

775  1,076  1,294  1,468  
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1,692  
1,692  

2,232  2,544  2,861  
5,752 

9,618 
9,844 9,805 9,650 9,404 

9,115 
8,808 8,719 8,638 8,614 

138.4% 

212.3% 
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0.0%

50.0%

100.0%

150.0%

200.0%

250.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成5 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度 

（億円） 

臨時財政対策債を除く地方債現在高 臨時財政対策債現在高 地方債現在高／標準財政規模 
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（３） 将来にわたる財政負担

◆　用語解説

　平成24年度末における将来にわたる財政負担額（※）は、8,431.4億円となり、前年度と比べて79.1億円

減少（▲0.9％）しましたが、依然として標準財政規模の約1.6倍もの負担となっています。

※将来にわたる財政負担額＝地方債現在高＋債務負担行為額－積立金現在高

●標準財政規模
　国庫補助金や地方債などの特定財源は年度によってばらつきがあるため、これらを除いた、地方税や普通交付税などの標準的な大きさ
を表すものです。

●財政調整基金
　年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、不況等の予期せぬ税収減や災害発生等の支出増加等への備えとなるものです。

●減債基金
　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還をおこなうときなどに取り崩されます。

　歳出予算の金額、継続費の総額または繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、地方公共団体が債務を負担する行為につい
て、その行為の内容を予算として定めておくもので、将来の支出を伴うものです。

本資料における計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が合わない場合があります。

●特定目的基金
　特定の目的（公共施設の整備、市民活動の推進、スポーツ振興など）のために財産の維持または資金の積立を目的とした基金です。こ
の基金は、設置された目的でなければ処分することができません。

●財政調整基金比率
　財政調整基金残高の、標準的な１年間の収入である標準財政規模に対する割合を表すものです。

●債務負担行為

▲ 1,900 ▲ 1,326 ▲ 1,056 ▲ 1,202 ▲ 1,275 ▲ 1,252 ▲ 1,318 ▲ 1,401 ▲ 1,617 ▲ 1,856 ▲ 2,042 
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積立金現在高（▲表示） 地方債現在高 債務負担行為額 将来にわたる財政負担額 将来にわたる財政負担額／標準財政規模 

将来にわたる財政負担の推移 



11

１ 歳入の状況

（ 0.4 ） 33.1（ 33.2 ）

（ △ 3.2 ） 1.1（ 1.2 ）

（ 0.7 ） 23.6（ 23.7 ）

（ △ 8.5 ） 12.4（ 13.2 ）

（ △ 0.7 ） 5.1（ 5.0 ）

（ 1.0 ） 10.9（ 10.2 ）

うち臨時財政対策債 （ △ 8.6 ） 5.5（ 5.2 ）

（ 24.0 ） 1.5（ 1.1 ）

（ 4.8 ） 12.3（ 12.4 ）

（ △ 0.1 ） 100.0（ 100.0 ）

２ 歳出の状況

(1)性質別歳出

（ 1.9 ） 50.7（ 50.5 ）

人 件 費 （ △ 0.2 ） 17.5（ 17.5 ）

扶 助 費 （ 5.6 ） 20.0（ 19.6 ）

公 債 費 （ △ 0.3 ） 13.2（ 13.4 ）

（ △ 12.3 ） 12.7（ 12.7 ）

普通建設事業費 （ △ 12.9 ） 12.1（ 12.4 ）

災害復旧事業費 （ 20.9 ） 0.6（ 0.3 ）

　 （ 3.3 ） 36.6（ 36.8 ）

物 件 費 （ 5.1 ） 11.4（ 11.6 ）

維 持 補 修 費 （ 8.8 ） 1.2（ 1.3 ）

補 助 費 等 （ △ 3.1 ） 8.7（ 8.6 ）

そ の 他 （ 5.3 ） 15.3（ 15.3 ）

（ 0.4 ） 100.0（ 100.0 ）

平成２４年度　市町村普通会計決算額について(確定値)

　　平成２４年度市町村普通会計決算額について取りまとめた結果の概要は、次のとおりである。

（単位：百万円、％）

区　　分 24年度 23年度
伸　び　率 構　成　比

（　）は前年度 （　）は前年度

地 方 税 273,546 277,294 △ 1.4

地 方 譲 与 税 9,226 9,731 △ 5.2

地 方 交 付 税 195,581 198,305 △ 1.4

国 庫 支 出 金 102,450 110,531 △ 7.3

県 支 出 金 42,396 41,702 1.7

地 方 債 89,795 85,375 5.2

45,580 43,590 4.6

繰 入 金 12,111 8,832 37.1

そ の 他 102,014 104,047 △ 2.0

歳 入 計 827,119 835,817 △ 1.0

※表示単位未満で四捨五入しているため計欄と一致しないことがある。

（単位：百万円、％）

区　　分 24年度 23年度
伸　び　率 構　成　比

（　）は前年度 （　）は前年度

義務的経費 403,131 404,909 △ 0.4

139,189 140,698 △ 1.1

158,963 156,897 1.3

104,979 107,314 △ 2.2

投資的経費 101,349 101,936 △ 0.6

96,829 99,152 △ 2.3

4,520 2,784 62.4

そ　の　他 291,300 294,478 △ 1.1

90,233 92,903 △ 2.9

9,794 10,336 △ 5.2

69,429 68,886 0.8

121,844 122,353 △ 0.4

歳 出 計 795,780 801,323 △ 0.7



12

(2)目的別歳出

（ 30.3 ） 0.8（ 0.9 ）

（ △ 10.1 ） 10.5（ 10.8 ）

（ 3.5 ） 33.1（ 32.2 ）

（ 4.0 ） 9.7（ 9.5 ）

（ 20.5 ） 0.3（ 0.6 ）

（ △ 4.2 ） 3.7（ 3.7 ）

（ △ 20.0 ） 1.3（ 1.5 ）

（ △ 2.6 ） 12.9（ 12.7 ）

（ 13.7 ） 3.6（ 3.7 ）

（ 1.8 ） 10.2（ 10.6 ）

（ 20.9 ） 0.6（ 0.3 ）

（ △ 0.3 ） 13.2（ 13.4 ）

（ △ 3.4 ） 0.1（ 0.1 ）

（ 0.4 ） 100.0（ 100.0 ）

３ 決算収支の状況
（単位：百万円）

Ａ

Ｂ

Ｃ（Ａ－Ｂ）

Ｄ

Ｅ（Ｃ－Ｄ）

４ 地方債の状況
（単位：百万円、％）

（ △0.9 ）

５ 積立金の状況
（単位：百万円、％）

（ 14.7 ）

うち財政調整基金 （ 17.9 ）

６ 経常収支比率の状況
（単位：％）

（ 1.1 ）

（単位：百万円、％）

区　　分 24年度 23年度
伸　び　率 構　成　比

（　）は前年度 （　）は前年度

議 会 費 6,407 7,232 △ 11.4

総 務 費 83,649 86,429 △ 3.2

民 生 費 263,649 257,854 2.2

衛 生 費 76,878 76,278 0.8

労 働 費 2,259 4,923 △ 54.1

農林水産業費 29,716 29,776 △ 0.2

商 工 費 10,605 11,606 △ 8.6

土 木 費 102,621 102,083 0.5

消 防 費 28,925 29,643 △ 2.4

教 育 費 81,164 84,992 △ 4.5

災 害 復 旧 費 4,520 2,784 62.4

公 債 費 105,027 107,359 △ 2.2

そ の 他 360 364 △ 1.1

歳 出 計 795,780 801,323 △ 0.7

※表示単位未満で四捨五入しているため計欄と一致しないことがある。

区　　分 24年度 23年度

歳入決算見込額 827,119 835,817

歳出決算見込額 795,780 801,323

形　式　収　支 31,339 34,494

翌年度繰越財源 6,785 5,894

実　質　収　支 24,554 28,600

区　　分 24年度末残高 23年度末残高
伸　び　率

（　）は前年度

地方債現在高 861,403 863,832 △ 0.3

区　　分 24年度末残高 23年度末残高
伸　び　率

（　）は前年度

積立金現在高 204,205 185,564 10.0

98,878 90,584 9.2

区　　分 24年度 23年度
増　　減

（　）は前年度

経常収支比率 88.5 87.6 0.9
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